
神戸市と株式会社創造学園との連携協力に関する協定書 

 

神戸市（以下「甲」という。）と株式会社創造学園（以下「乙」という。）は、経済的事情

等により学校内外での学習機会を十分に得られていない中学生を対象とした学習支援事業

の実施における連携に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は、甲と乙が相互協力のもと、経済的事情等により学校内外での学習機会を

十分に得られていない中学生を対象とした学習支援を実施運営する地域団体（以下「実施

運営団体」という。）を支援し、地域福祉を増進することを目的とする。 

 

（協力事項） 

第２条 甲と乙は前条の目的を達成するため、次の事項について連携協力する。 

（１）実施運営団体が行う教室運営に関する支援 

（２）その他目的達成のため必要な事項に関すること 

 

（実施条件の決定） 

第３条 事業の実施に関わる具体的な条件、方法等については、甲乙双方が必要に応じて

個々に協議し、決定する。 

 

（経費の負担） 

第４条 本協定に基づく甲及び乙の活動に要する費用は、甲及び乙の各々の負担とする。 

 

（協定の有効期間） 

第５条 この協定は、締結の日から効力を生じる。 

２ 協定の有効期間は、令和４年３月 31 日までとし、次年度予算の議決をもって本事業の

継続が決定した場合には、さらに１年間有効期間を延長するものとし、以後同様とする。 

３ 甲又は乙のいずれかが、本協定の解除を申し出る場合、解約予定日の１か月前までに書

面によって相手方に通知することにより、本協定を解除できるものとする。 

 

（守秘義務） 

第６条 甲及び乙は、本協定を通じて得た相手方の情報を、相手方の承諾なく、本協定の目

的以外に使用し、又は第三者に開示、漏洩してはならないものとする。 

２ 乙は本協定を通じて得た、学習支援を実施運営する地域団体及びその対象者である中

学生に関する情報を、本協定の目的以外に使用し、又は第三者に開示、漏洩してはならな

いものとする。ただし、開示される以前に公知であった情報についてはこの限りでない。 



３ 前二項の定めは、本協定終了後もなお有効に存続するものとする。 

 

（権利・義務の移転） 

第７条 甲及び乙は、本協定上の地位又は本協定に基づき相手方に対して有する権利若し

くは相手方に対して負う義務の全部又は一部を第三者に譲渡し、承継させ、又は担保に供

してはならない。 

 

（疑義の決定等） 

第８条 本協定に定めのない事項及び本協定に関し疑義等が生じた場合は、甲乙協議のう

え決定する。また、甲又は乙のいずれかが協定内容の変更を申し出たときは、その都度協

議のうえ変更を行う。 

 

 

 本協定の締結を証するため、本書を２通作成し、甲及び乙において押印の上、各自その１

通を保有するものとする。 

 

令和３年６月 16 日 
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